
  

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

  

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 
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  （百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  1,162  △7.4  △253  －  △253  －  △159  －

22年３月期第１四半期  1,255  8.3  △225  －  △225  －  △133  －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  △42  02  －      

22年３月期第１四半期  △34  68  －      

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  7,214  1,798  24.9  477  31

22年３月期  8,637  1,998  23.1  525  21

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 1,798百万円 22年３月期 1,998百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期  －        0 00 －      6 00  6  00

23年３月期  －      

23年３月期（予想）  0 00 －      6 00  6  00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  2,867  △9.8  △348  －  △372  －  △220  －  △58  22

通期  8,762  9.9  338  19.6  286  13.5  189  6.2  49  98



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．３「２．その他の情報」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

新規       － 社 （社名）                        、除外     － 社  （社名） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算

短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きを実施しております。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、予想につきましてはさまざまな

不確定要素がございますので、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事

項は、［添付資料］Ｐ．３「（３）連結業績予想に関する定性的情報」を参照してください。 

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 4,033,780株 22年３月期 4,033,780株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 265,138株 22年３月期 228,581株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 3,788,188株 22年３月期１Ｑ 3,856,205株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 ケーブルテレビ業界におきましては、ケーブルテレビの加入者が平成22年３月末現在で2,471万世帯（平成21年３

月末の加入数は2,301万世帯）となり、普及率は総世帯の46.7％になりました。また、ケーブルインターネットの加

入者数も平成22年３月末には435万世帯と、前年同月と比較して5.9％増となっており、順調に増加の一途を辿って

おります。 

 また、平成23年7月24日の地上デジタル放送への完全移行まで残りほぼ１年となりましたが、総務省は使用可能な

アナログ受信機を地上アナログ放送停波後も継続して使用したいという視聴者の要望に応えてケーブルテレビ局に

デジアナ変換（※）の導入を要請しており、平成22年4月末時点で、221事業者において導入計画を有していること

から、今後、当該事業者の加入世帯約1,800万世帯に対しデジアナ変換サービスが提供される見込みとなっておりま

す。 

 一方、地上デジタル放送への完全移行に向けて、ビル陰の共聴施設整備や、集合住宅のデジタル化対応が遅れて

いることが課題になっており、特にビル陰の共聴施設は、平成22年3月末の時点で全国の47.8％しか対応しておら

ず、関東、東海、近畿では、重点的な対応が必要と言われております。 

 このような状況下、当社グループの当第１四半期連結会計期間の業績は、光関連機器や緊急地震速報対応の告知

放送端末の受注等が好調であったものの、前事業年度末までの受注案件のうち売上計上が第２四半期となったトー

タル・インテグレーション（工事）案件等があったため、売上高は1,162百万円（前年同四半期比7.4％減）となり

ました。利益面では、売上高の減少により、営業損失は253百万円（同28百万円損失増）、経常損失は253百万円

（同27百万円損失増）、四半期純損失は159百万円（同25百万円損失増）となりました。 

 当期におきまして当該地上デジタル放送関連の受注につきましては、特に目立った動きは見られませんでした

が、第２四半期以降にはそれらに関連する受注が増加するものと予想しております。 

 なお、当社グループの売上高は、工事進行基準を適用していることにより業績の季節変動はやや緩やかになって

はおりますが、通常の営業の形態として第４四半期に売上計上する割合が高くなります。 

 

※デジアナ変換：地上デジタル放送をアナログ波に変換して再送信すること。 

  

（参考）平成23年３月期第１四半期の連結受注状況     （％表示は対前年同四半期増減率）  

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、7,214百万円となり、前連結会計年度末と比べ1,423百万円の減少とな

りました。その主な要因は、売上債権の減少によるものです。 

負債総額は、5,415百万円となり、前連結会計年度末と比べ1,223百万円の減少となりました。その主な要因は、

仕入債務の減少及び短期借入金の返済によるものです。 

なお、純資産は1,798百万円となり、自己資本比率は24.9％と前連結会計年度末と比べ1.8ポイント増加しており

ます。 

 （キャッシュ・フローの状況） 

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、639百万円と前連結会計

年度末と比べ343百万円の減少となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

 「営業活動によるキャッシュ・フロー」 

  営業活動の結果得られた資金は457百万円(前年同四半期比142.4％増)となりました。 

 収入の主な内訳は、売上債権の減少額1,262百万円及び未成工事受入金の増加額115百万円であり、支出の主な

内訳は、たな卸資産の増加額124百万円及び仕入債務の減少額615百万円であります。 

  「投資活動によるキャッシュ・フロー」 

       投資活動の結果使用した資金は20百万円(同51.7％減)となりました。 

 支出の主な内訳は、有形固定資産の取得による支出12百万円及び無形固定資産の取得による支出4百万円であり

ます。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

  受注金額 受注残高 

  

 23年３月期第１四半期 

 百万円

2,110

 ％

△5.5 

 百万円

2,381

 ％

12.8 

 22年３月期第１四半期 2,232 3.2 2,111 △31.8 

（参考）22年３月期 8,271   1,433  



 「財務活動によるキャッシュ・フロー」 

  財務活動の結果使用した資金は783百万円(同32.5％増)となりました。 

 収入の主な内訳は、長期借入れによる収入200百万円であり、支出の主な内訳は、短期借入金の純減少額740百

万円及び長期借入金の返済による支出208百万円であります。  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

平成23年３月期の業績予想につきましては、平成22年５月14日に公表いたしました業績予想の数値から変更はご

ざいません。 

なお、当資料に記載した予想数値は、現時点での入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績等は

今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります 

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

１ 棚卸資産の評価方法 

  当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸 

  高を基準として合理的な方法により算定する方法によっております。  

２ 固定資産の減価償却費の算定方法 

  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に 

  よっております。  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 ・会計処理基準に関する事項の変更 

  当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年3月 

  31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31 

  日）を適用しております。 

  これにより、営業損失及び経常損失が0百万円、税金等調整前四半期純損失が11百万円増加しております。  

    

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 655 995

受取手形及び売掛金 773 1,318

完成工事未収入金 901 1,618

商品及び製品 607 504

仕掛品 48 50

未成工事支出金 64 26

原材料及び貯蔵品 280 293

その他 443 338

貸倒引当金 △21 △16

流動資産合計 3,752 5,130

固定資産   

有形固定資産   

土地 1,554 1,554

その他 2,828 2,840

減価償却累計額 △2,334 △2,323

有形固定資産合計 2,047 2,070

無形固定資産 124 130

投資その他の資産   

その他 1,475 1,502

貸倒引当金 △188 △197

投資その他の資産合計 1,287 1,304

固定資産合計 3,460 3,505

繰延資産 0 1

資産合計 7,214 8,637



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 854 1,296

工事未払金 171 350

短期借入金 750 1,490

1年内返済予定の長期借入金 776 803

1年内償還予定の社債 500 500

未払法人税等 2 46

賞与引当金 87 124

工事損失引当金 1 0

その他 417 214

流動負債合計 3,562 4,825

固定負債   

長期借入金 635 617

退職給付引当金 1,196 1,175

役員退職慰労引当金 17 17

その他 3 3

固定負債合計 1,852 1,813

負債合計 5,415 6,639

純資産の部   

株主資本   

資本金 411 411

資本剰余金 390 390

利益剰余金 1,035 1,218

自己株式 △57 △45

株主資本合計 1,779 1,973

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △25 △16

為替換算調整勘定 44 41

評価・換算差額等合計 19 25

純資産合計 1,798 1,998

負債純資産合計 7,214 8,637



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 1,255 1,162

売上原価 914 854

売上総利益 341 308

販売費及び一般管理費 566 562

営業損失（△） △225 △253

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 3 4

為替差益 5 3

その他 4 3

営業外収益合計 13 11

営業外費用   

支払利息 10 9

その他 2 0

営業外費用合計 13 10

経常損失（△） △225 △253

特別損失   

固定資産除却損 0 0

投資有価証券評価損 1 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 11

特別損失合計 1 11

税金等調整前四半期純損失（△） △227 △265

法人税、住民税及び事業税 3 1

法人税等調整額 △96 △107

法人税等合計 △93 △106

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △159

四半期純損失（△） △133 △159



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △227 △265

減価償却費 32 36

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 11

貸倒引当金の増減額（△は減少） 28 4

工事損失引当金の増減額（△は減少） 1 1

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） 2 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △43 △36

退職給付引当金の増減額（△は減少） 21 20

受取利息及び受取配当金 △3 △4

支払利息 10 9

為替差損益（△は益） △7 △1

固定資産除却損 0 0

投資有価証券評価損益（△は益） 1 －

売上債権の増減額（△は増加） 309 1,262

たな卸資産の増減額（△は増加） △135 △124

仕入債務の増減額（△は減少） △23 △615

未成工事受入金の増減額（△は減少） 98 115

その他 153 86

小計 220 501

利息及び配当金の受取額 3 4

利息の支払額 △7 △7

法人税等の支払額 △27 △41

営業活動によるキャッシュ・フロー 188 457

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △7 △3

有形固定資産の取得による支出 △15 △12

無形固定資産の取得による支出 △18 △4

その他 △1 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △42 △20

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △360 △740

長期借入れによる収入 － 200

長期借入金の返済による支出 △202 △208

自己株式の取得による支出 △5 △11

配当金の支払額 △23 △22

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △590 △783

現金及び現金同等物に係る換算差額 12 3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △432 △343

現金及び現金同等物の期首残高 1,107 982

現金及び現金同等物の四半期末残高 674 639



該当事項はありません。 

  

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 当社グループは、ケーブルテレビ施設のシステムの最適化をはかることを目的としたケーブルシステム・イン

テグレーション事業を主な事業として営んでおり、単一事業であることから事業の種類別セグメント情報の開示

を省略しております。 

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合がいずれも90％

を超えているため、記載を省略しております。 

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

 当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

 当社グループは、ケーブルテレビ施設のシステムの最適化をはかることを目的としたケーブルシステム・イン

テグレーション事業を主な事業として営んでおり、単一事業であることから記載を省略しております。 

  

該当事項はありません。 

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

［事業の種類別セグメント情報］

［所在地別セグメント情報］

［海外売上高］

［セグメント情報］

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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